
令和８年度 総務常任委員会行政視察報告書 

 

１ 参加委員 

 （委員長）藤村 優佳理  （副委員長）滝口 友美  

（委員）金田 俊信 （委員）岸 正明 （委員）水島 誠司 （委員）柾木 太郎  

 

２ 視察日時 

令和８年４月２７日（月曜日） 午前１０時３０分から午前１１時５０分 

 

３ 視察先 

  北海道札幌市 

 

４ 視察事項 

 （１）職員の人材確保に関する取り組みについて 

 （２）職員の人材育成・定着について 

 

５ 視察概要 

                   （担当 金田 俊信 ） 

視察先選定理由 政令指定都市であり、市職員の組織は大規模なものである。そのような組織を支

える人材確保において、多角的な採用手法を用いていることから、本市として大

いに参考とすべきである。また、人材の育成及び定着にあたっては、体系的な研

修システムを有しており、それらについても参考となることから、上記視察事項

を選定した。 

内 容 

 

（１）人材確保策について 

職員採用試験の多様化や採用広報活動に工夫をこらすことで、受験者数を一定程

度維持し、職員の質を確保している。また、インターンシップ制度も市職員側に

過度の負担にならないようにしている。一方、採用後入庁を辞退する事例が増え

ており、確実な入庁に向けてフォローアップを実施している。民間企業や他の公

務職場との有為な人材の取り合いは札幌市のような知名度の高い自治体において

も課題になっていることから、本市においても有効な対策が求められるところで

ある。 

（２）人材育成策について 

人事異動によりゼネラリストの養成を図ることは一般的な人事政策であるが、札

幌市は政令指定都市であることから、本庁と区役所間の人事異動が可能である。

これは、人事政策の幅を広げることになるが、本市では模倣できない。市市職員

の自律的なキャリア形成を促すジョブチャレンジ制度などは、本市にフィットし

た形で導入を図るなど大いに参考とすべきである。同施策は若手職員の離職防止



施策としても有効でることから、各種ハラスメント対策とともに重要な取組であ

る。また、時間外労働時間の削減など働き方改革への取組は普遍的な重要課題で

ある。 

考 察 

 

２００万人弱の人口を有する巨大自治体であり、市職員も１万２０００人余と本

市の数倍の規模であることから、札幌市の施策をそのまま導入することは適切を

欠く場合もあると思われるが、人材の確保・育成においては、どの自治体も抱え

る普遍的な課題があることが判明した。本市においても種々の施策が実施されて

いることから、それらの不断の検証と新しいアプローチの探求と採用が必要であ

ると感じた。また、すべての施策を成功させる必要はなく、トライアンドエラー

的な観点での取組は不可欠であると感じた。 

備 考  

 

 

 


